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 平成 25年 7月 19 日 

各位 

会社名  株式会社ローソン 

                       代表者名 代表取締役 CEO 新浪 剛史 

ｺｰﾄﾞ番号 2651 東証第一部 

                       問合せ先 財務経理ステーション 

                             ディレクター 髙西 朋貴 

                              （TEL：03-5435-2773） 

 

エーザイ生科研株式会社の株式取得（子会社化）に関するお知らせ    
 

当社は本日、エーザイ株式会社（本社：東京都文京区、代表執行役社長：内藤晴夫）

が保有するエーザイ生科研株式会社の発行済株式の 70%を取得し、同社を弊社の子会社

とする株式譲渡契約を締結いたしました。 

 

１．株式取得の理由 

エーザイ生科研株式会社は、国内有数のミネラル農法である「中嶋農法」の商標と、

開発した肥料の特許を有しています。「中嶋農法」は、土壌診断に基づく健全な土づくり

の技術と作物の健全な生育を維持するための生育コントロール技術により、土壌の栄養

バランス(ミネラルバランス)や作物の生育状態に対して適切な栄養を供給する栽培農法

です。安心・安全で高品質な野菜や果物の生産を可能にします。関東甲信越地区のロー

ソン店舗でも 2012 年 4月から「中嶋農法」認定の「ローソンセレクトカット野菜」を販

売しており、お客さまから高いご支持をいただいています。この「中嶋農法」を全国の

ローソンファームに取り入れ、安心・安全でミネラル豊富な付加価値の高い野菜や果物

の提供を拡大することが期待できます。 

 

ローソンは「私たちは“みんなと暮らすマチ”を幸せにします。」という企業理念の下、

食を通じてお客さまの健康をサポートさせていただきたいと考えています。2005 年の生

鮮コンビニエンスストア「ローソンストア 100」オープンをはじめ、約 7,000 店舗で新

鮮な野菜など生鮮食品の品揃えを強化しています。このローソングループの店舗に安

心・安全な野菜を供給するため、2010 年に農業生産法人「株式会社ローソンファーム千

葉」を設立し、今では全国の９箇所にローソンファームを拡大しています。今年度中に

20箇所に増やし、中長期的には 300 箇所に増やす予定です。また、上記のローソンファ

ーム以外にも、ローソングループと取引のある全国の契約農家にも「中嶋農法」を紹介

し広めてまいります。 

 

ローソンは今後もお客さまの“健康”に貢献できるさまざまな取組みを推進し、付加

価値の高い商品やサービスの提供に努めてまいります。 
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２．異動する子会社（エーザイ生科研株式会社）の概要 

(1)名称 エーザイ生科研株式会社 

(2)所在地 熊本県阿蘇郡西原村鳥子 312-4 鳥子工業団地 

(3)代表者の役職・氏名 代表取締役会長 中嶋 大地 代表取締役社長 草木 裕 

(4)事業内容 土壌用肥料等の製造・販売、土壌・作物分析、土壌改良剤・ 

ミネラル剤・作物栄養剤の研究開発、製造、販売 

(5)資本金 50 百万円 

(6)設立年月日 1967 年 7月 31 日 

(7)大株主及び持ち株比率 エーザイ株式会社 70.0％ その他株主 30.0％ 

資本関係 該当事項はございません。 

人的関係 該当事項はございません。 

(8)上場会社と当該会社 

  との関係 
取引関係 該当事項はございません。 

(9)当該会社の直近事業年度における業績（平成 25年 3月期） 

売 上 高 1,476 百万円 

総 資 産 2,530 百万円 

純 資 産 2,007 百万円 

    

３．株式取得の相手先の概要 

(1)名称 エーザイ株式会社 

(2)所在地 東京都文京区小石川 4-6-10 

(3)代表者の役職・氏名 代表執行役社長 内藤 晴夫 

(4)事業内容 医薬品、医薬部外品の製造販売 

(5)資本金 44,985 百万円 

(6)設立年月日 1941 年 12 月 6日 

(7)大株主及び持ち株比率 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)    7.03％ 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)     5.80％ 

日本生命保険相互会社               5.17％ 

資本関係 該当事項はございません。 

人的関係 該当事項はございません。 

(8)上場会社と当該会社 

  との関係 
取引関係 該当事項はございません。 

 

４．取得株式数及び取得前後の所有株式の状況 

(1)異動前の所有株式数 0株（所有割合：0％） 

(2)取得株式数 3,500 株 

(3)異動後の所有株式数 3,500 株（所有割合：70.0％） 
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５．日程 

(1)株式売買契約締結 平成 25年７月 19日 

(2)株式取得 平成 25年 8月 30 日（予定） 

 

６．今後の見通し 

本件による当連結会計年度の連結業績及び連結財務状況に与える影響は軽微であります。 

 

                                       以上 


